
6月定例会は7日に閉会しました。知事提出議案（令和4年度埼玉県一般会計補正予算（第1～3号）、埼玉県手数料条例等の
一部を改正する条例16件他、議員提出議案（埼玉県性の多様性を尊重した社会づくり条例、降ひょうによる被害に対する支援
を求める意見書）12件を議決しました。
まず、原油価格や物価高騰の影響を受ける低所得のひとり親世帯に対する緊急支援として、子育て世帯生活支援特別給付金

【5,000円/児童】を6月までに支給する急施案件を議決しました。(補正予算第1号) 2億7，926万1千円 こちらは、市につい
ては国が直接市にダイレクトに支給しますが、町村部については県が支給するための国から全額補助の新型コロナウイルス感
染症セーフティネット強化交付金を活用します。
また、「令和4年度埼玉県一般会計補正予算（第2号・3号）の規模は、約33億4千万円で、補正後の累計額となりますが、

２兆２３２０億８３２５万９千円となりました。＜以下、2号議案について説明＞

「原油価格・物価高騰の影響を受ける生活者に対する緊急支援」につき、ウクライナ情勢や円安の進行などの影響を受け、
現在、食材の価格が高騰しており、今後の物価動向の先行きも不透明な中、子供たちの食事等に関する支援を行うものでござ
います。①「学校給食等の物価高騰に直面する保護者等への支援」では、学校給食等の食材購入費における価格高騰の影響を
軽減するための支援で、現在の保護者等負担額の15パーセントを目安として積算をしたものを、県から学校に対し補助いたし
ます。次に、②「夏休み期間の子供の食事等を確保するための支援」では、子供の居場所等の活動支援を通じて、レトルトカ
レーやパックご飯などの食品や学用品を子供の居場所等を通じて提供。そこで、食品等の提供について県内企業の皆様と協
力・連携し、子供食堂やフードパントリーなど、子供の居場所などの活動を行っている団体を通じて、この事業を行うことに
なりました。

次に、「原油価格・物価高騰の影響を受ける事業者に対する緊急支援」で、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、ウク
ライナ情勢等の影響により、エネルギー価格等が高騰していることから、事業者への緊急支援を行うものです。まず、「県内
地域公共交通事業者への支援」で、乗合バス、タクシー等の地域公共交通事業者は、燃料費が高騰する一方、価格転嫁が難し
く、非常に厳しい経営環境に置かれています。私は、企画財政委員会の中で、政府の少額のコロナ禍による臨時交付金で、燃
料費高騰分を支給するとしているが、政府は石油元売り会社への補助金の上限を25円に引き上げしている、今後更なる石油
価格が上昇した場合はどうするのかを確認したところ、政府からの追加対策交付金を待つしかないとの答弁がありました。バ
ス事業者を取り巻く環境は益々厳しい状態で、勤労者の賃金とりわけボーナスがカットされるなど生活への影響がでており、
バスの電気自動車化等の技術革新も併せた対策も早急に必要です。また、埼玉県議会会派「埼玉民主フォーラム」では、県内
のバス事業者団体からの声を大野知事に要望書を届け予算付けへ反映することができました。また、「県内観光事業者への支
援」では、コロナ禍によってバスツアーの需要が低迷しております。このような中、燃料費高騰の影響を受ける県内の貸切バ
ス事業者の皆様に対し、経営支援を行うとともに、県内を巡るバスツアーの需要喚起を図るものであります。まず、貸切バス
事業者でありますが、コロナ禍に加え、燃料費高騰により収益がさらに悪化をしておりますので、貸切バス1台あたり15万円
を補助するものであります。こちらは、バス協会等の団体からヒアリングを通じて、バスの需要喚起のためにも、県は旅行代
理店や業者に委託するだけでなく、バス事業者単独に対しての補助が必要であることがわかりました。

◆ 6月定例会閉会 原油価格・物価高騰に対する緊急支援と性の多様性条例議決
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◆ひょう被害農家への補償の早期実現を求める要望

◆埼玉県性の多様性を尊重した社会づくり条例 7月8日から施行

貸切バスに補助している県内の自治体は他県と比較すると非常に少なく県執行部に強く要望をしてきました。
次に、「脱炭素社会に向けた省エネ・再エネ設備投資の促進」についてで、ウクライナ情勢等によりエネルギー価格が高騰

による影響は長期化するとも想定されており、中長期的な視点での取組により、持続可能な成長を続けられるよう、「脱炭素
社会に向けた省エネ・再エネ設備投資の促進」を行うもの。①「県内中小企業等の省エネ・再エネ設備投資への支援」につい
ては、「緊急対策枠の創設による支援強化」であります。空調設備やボイラーなどの高効率タイプへの更新、太陽光発電設備
の新設など、CO2排出削減設備の導入に要する経費に対する補助を、従来の3分の1もしくは4分の1であったもの、このエネル
ギー価格の高騰の影響を受けるため、3分の2に拡充をするというもの。また、小規模事業者におけるCO2排出削減設備の導入
を更に促すために、申請手続きを簡素化するとともに、早期に事業効果を発現させるため、申請から交付までの期間の短縮を
図ります。②「エネルギー対策特例の創設による支援強化」であります。県からの利子補給率を、これまでの0.6%から0.7%
に引き上げ、融資利率を結果として0.1%、さらに引き下げるもの。③「住宅の省エネ・再エネ設備投資への支援」は、住宅
における省エネ・再エネ設備への投資を促し、エネルギー使用量とCO2排出量の削減を加速させるため、既存住宅の蓄電シス
テムの導入等への支援を拡充します。具体的には、蓄電システムや、家庭用の熱電池システム、エネファームにつきましては、
5万円の補助であったものが1件当たり10万円にするなど、各補助対象設備の補助額を2倍に引き上げるとともに、補助予定件
数も当初の2倍に拡大とのことですが、補助額が小さいです。
最後に、「県内施設園芸農家への省エネ転換への支援」で、今般の燃料費高騰では特に暖房用燃料の使用が多い施設園芸に

おいては、経営収支の悪化が懸念されております。一方、燃料の削減効果が高い省エネ機器ほど、一般に導入コストは高額と
なります。そこで導入が進まないなどから、ヒートポンプなどの省エネ機器などの導入に取り組む農家に対し、その経費の2
分の1を補助するもの。現行の国の補助制度では、積立の基金から補助を受ける仕組みで、そもそも原油高騰に備えるために
事前に加入していなければ、この基金からの補助を受けることができず、加えて、補助金額も月額数千円程度と安く、県内で
は6団体、33名しか同制度の利用しかありませんでした。国の制度的な問題点の改善と県独自の対応策を大野知事に要望した
結果、今回実現させて頂くことになりました。

埼玉県農業災害対策特別措置
条例に基づき、農産物の復旧支
援策として、県の財政調整基金
を切り崩し、約８億７千万円の
補正予算を議決しました。

性の多様性を尊重した社会づくりに関し、基本理念を定め、県、県民及び事業者の責務を明らかにするとともに、性の多様
性を尊重した社会づくりに関する施策の基本となる事項を定めることにより、性の多様性を尊重した社会づくりに関する取組
を推進し、もって全ての人の人権が尊重される社会を実現を目指すための条例が可決されました。埼玉民主フォーラムは、性
的マイノリティが差別（制限）を受けないようにするための緊急措置とし、条例案に賛成を致しました。一方、提出者の自民
党会派では一部退席、賛成の討論なしなどちぐはぐな対応となりました。
しかし、この条例案では「ファミリーシップ」制度や「不当的差別」の定義が曖昧になっていること。また、各主体者の責

務として努力義務規定となっていることから、企業や県民などの各主体への理解等の周知に時間がかかるのに関わらず施行が
翌日と周知期間が短い等の問題点も多いのも事実です。私見としては、財政的措置などの兼ね合いもある事から、本来は知事
部局からの条例案提出が望ましいものと考えます。

・代金割引期間
令和４年５月９日（月）～
令和４年８月３０日（火）宿泊分

・クーポン利用期間
令和４年４月２日（土）～
令和４年８月３１日（水）

◆お得な消費応援インフォメーション８月末まで再延長！

詳細は
こちら

◆新型コロナウイルス感染症の対策について
抗原検査キットの無料配布事業について
配布期間：令和4年7月20日（水）～8月15日（月）予定
配布対象者 次のすべてを満たす方
・埼玉県在住者または埼玉県内に長期に滞在されている方

・50歳未満で発熱等症状がある方
・基礎疾患がない・肥満ではない、など重症化リスクのない方
・ご自身で検体を採取することが可能な方
・配送で検査キット受取りが可能な方
・検査結果をアンケートシステムにより県に報告していただける方
（キット到着後2日以内に報告。）

※無症状の方は、本事業の対象外となります。

ご自身で行った検査結果が陽性になった方へ
発熱等の症状のある方が、医療機関を受診する前に、ご自身で抗原定性検査

キット（薬事承認されたキットに限る）で検査を行った結果、陽性となった場
合は、次の方法で医師の確定診断を受けることができます（ ①スマートフォン
によるオンライン診療、②埼玉県指定 診療・検査医療機関でオンライン診療、
③検査確定診断登録窓口） 。医師の確定診断のお申し込みはいずれかの1つの
窓口でお願いいたします（診察や薬の処方を希望する方は(1)又は(2)の窓口を、
症状が軽く今すぐに受診しなくてもよい方は(3)の窓口を御利用ください）。
※陰性の方は、相談を御遠慮ください。
※薬事承認されたキットは、厚生労働省のホームページに掲載されています。

詳細は
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SRと東京メトロパス一日乗車券値下げの実現
洪水ハザードマップの推進、（仮称）川口北警察署の設置 等実績：
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